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「三田学会雑誌」89卷 4 号 （1997年 1 月）

研究開発投資のインセンティブと垂直的統合 *

玉 田 康 成

1 . 序

研究開発行動とは様々な主体の要請のもとでなされるものであり，それらの主体が構成する研究 

開発システムには多種多様なものが存在する。しかしながら，従来の研究開発行動に関する分析は， 

研究開発主体と研究開発の成果を実際に使用する製造• 販売主体との区別を，とくに意識するもの 

ではなかった。ところが，現実にはそれらの主体はかならずしも同一ではない。本稿では，研究開 

発活動の成果をどの主体が所有すベきかという点に着目して，研究開発主体と製造主体とのあいだ 

の垂直的統合，および垂直的分離について，契約と組織についての研究に依拠して分析をおこなう。 

結果として，研究開発主体がおこなう投資の重要性，または研究開発の対象となっている新技術の 

性質と，研究開発の所有（組織）構造との関係が明らかとなる。これは，個別企業間に存在する研 

究開発の組織 . 制度の差異（とりわけ日本企業と欧米企業とのあいだで顕著である）を説明する1 つの 

要因を与えるものと考えられる。

パテント競争などのこれまでの研究開発に関する多くの議論においては，研究開発活動をおこな 

う主体は同時に製造. 販売をおこなう主体であり，研究開発に成功したときには，その権利を所有 

した上で生産物市場での競争に従事できるものと想定されてきた（例えばLoury (1979) , および 

Gilbert-Newbery (1982))。それは共同研究開発や研究開発の戦略的コミットメントとしての役割を 

分析した研究についても同様である（代表的には前者はGrossman-Shapiro (1 9 8 6 ) ,後者はSuzumura

(1992))。しかし，実際の研究開発活動においては研究開発をおこなう主体と，その成果をもちい 

て生産や販売をおこなう主体，研究開発活動の資金を供給する主体などはかならずしも同一ではな 

い。例えば，独立の研究所や大学の研究者などの，生産のための資産を所有しない主体が，製造 •

* 本稿の作成に当たり，川又邦雄教授（慶應義塾大学)，林田修氏（大阪経済大学)，および柳川範之 

氏 （東京大学）から有益なコメントを頂いた。記してここに感謝したい.ただし有り得べき誤謬は筆 

者の責である.
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販売をおこなう企業との契約のもとで研究開発に従事するようなケースを考えればよいだろう。ま 

た，同一の企業内であっても研究開発部門と製造. 販売部門とは異なった主体であることが多く， 

後述するように両者の関係の深さには程度の差が存在する。

それでは，ある特定の研究開発主体と製造（販売）主体とのあいだで研究開発がおこなわれる場 

合，新技術についてのパテントなどの権利はどちらの主体が所有すベきであろうか。つまり，研究 

開発において資産の所有構造はどのように構成されるべきであろうか。ここで，製造主体は新技術 

から収益を獲得するための工場などの資産を所有しているので，資産としての新技術（ハ。テント） 

が製造主体によって保持されるならば，それは垂直的統合のケースとみなすことができる。それに 

対し，研究開発主体がパテントを所有するならば，工場と新技術は異なった主体によって所有され 

るので垂直的分離のケースとみなすことができ

このような問題意識のもとに研究をおこなった先行業績の1 つとして，A ghion-T iro le (1994)

をあけることができる。A ghion-T iro le  (1 9 9 4 )では G ro ssm an -H art(1 9 8 6 )や H art-M oore(1989) 

の不完備契約の枠組みのもと，どの主体が八テントを所有すべきかという問題について考察を加え 

ている。A ghion-T iro le  (1 9 9 4 )の分析においては，研究開発主体と製造主体の両方が研究開発投 

資をおこなうと想定されており，相対的に効率的な投資をおこなうことのできる主体が，パテント 

を所有すべきであるというG ro ssm a n -H a rt-M o o reに依拠した結論を得ている。それに対し，本 

稿では，外部機会の有無が投資インセンティブに与える影響と，基礎的な技術か応用的な技術かと 

いう新技術の性質との2 つの点に注目して分析をおこなう。

本稿で，外部機会の有無と新技術の性質に焦点を当てるのは次のような理由による。研究開発に 

関する実証的，または経営学的分析が明らかにしているように，日本における研究開発と欧米にお 

ける研究開発とでは，目的についての著しい差異が存在する。たとえば，欧米の研究開発は直接的 

な利益に結びつかない基礎的な技術に対して重点が置かれているのに対し， 日本では，商品化など 

の利益と直結した応用的な研究開発に重点が置かれていることをあげることができる。このような 

差異について，これまでは日本の技術の後進性に理由を求めることが多かった。しかし，先端技術 

についても日本の技術力のキャッチアップが終了した現在においても，日本企業の研究開発行動が 

欧米企業と類似したものとなってきたとはいい難い。若 杉 （1 9 8 9 )はこの点をかんがみて，研究開 

発の目的の差異は，本質的には企業内または企業間における研究開発システムの，日本と欧米との 

あいだにおける差異に依存するものであると主張している。つまり，日本企業においては，研究開

( 1 ) 一般的に，垂直的統合の場合には研究開発主体と製造主体は同一の企業であり，垂直的分離の場 

合には別企業であると考えることが妥当であろう。よって，資産の所有構造は企業の範囲を規定す 

ると考えることができる。ただし，この定義は抽象的なものであり，製造主体と研究開発主体が， 

現実において同一の企業に属しているかどうかは，さほど問題ではない。つまり，本稿では工場と 

ハ。テントが同一の主体によって所有されているか否かで，垂直的統合と分離とを区別する。
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発部門と製造• 販売部門の関係が密接であるのに対し，欧米企業では両者のあいだにセグメントが 

存在する。その結果として，研究開発の目的にも差異が生じるとしている。

研究開発主体の独立性は，少なくとも企業内においては昇進などの制度的要素によっても測るこ 

とができる。しかし，研究開発主体の独立性に最も強く影響を与えるものは，パテントなどの新技 

術に関する権利の配分である。製造主体と研究開発主体が同一の企業に属する場合でも，新技術の 

権利を研究開発主体（研究開発部門）が保有するならば，少なくとも新技術が関係特殊的（relation 

s p e c if ic )でない部分については，研究開発主体は企業外の製造主体と自由に取引ができる。それ 

に対し，同一の企業に属さない場合でも，製造主体（製造部門）がパテントを保持するならば研究 

開発主体は当該の製造主体とのみ取引を強制される。よって，前者の場合には研究開発主体と製造 

主体とのあいだにはセグメントが存在し，研究開発主体は取引の外部機会を有するが，後者の場合 

にはセグメントは存在しない。このような独立性，および外部機会の有無が，基礎的技術か応用的 

技術かという研究開発の性質とどのように関連しているかを分析することは興味深い。

また，外部機会の有無は，主体間の収益の配分における交渉力に影響を与えるので，結果として 

研究開発主体の投資インセンティブにも影響を与える。実際の経済を考慮してみると，研究開発主 

体と製造主体が同一の企業グループに属し，関係が密であるにもかかわらず，決して垂直的統合を 

しているわけではなく，独立の主体として他の製造主体や研究開発主体と取引を頻繁におこなって 

いるという現象が観察される。さらに，同一の企業内であっても，研究開発部門が他企業と取引を 

おこなうケースも観察できる。これらは外部機会を持たせることによって研究開発主体の投資イン 

センティブを調整していると考えられる。

ところで，本稿では外部機会の有無が投資インセンティブに影響を与えることを表現するために， 

契約の理論の枠組みを採用して分析をおこなう。研究開発投資の成果に対する影響が事前の段階で 

明確ではないならば，投資水準について明確に定義した完備な契約を作成することは不可能であり， 

契約は不完備なものにならざるを得ない。そして，不完備契約の世界では投資水準は利潤の分配に 

ついての交渉力とはならず，投資にもとづかない機会主義的な行動が事後的には支配的となる。そ 

のような場合には，資産の所有が主体に交渉力を与えるのである。よく知られているように，事後 

的な交渉においては外部機会の存在が交渉の結果に大きな影響を与える。そして，予想される交渉 

の結果は，事前の投資インセンティブにも直接的な影響を与えることになる。また，完備契約の世

( 2 ) 若杉（1989)の主張は以下のようなものである。日本企業においては，製造•販売部門と研究開発部 

門とは，昇進制度や研究開発資金の決定の制度を通じて密接に関連しており，研究開発部門と製 

造 •販売部門とのあいだにはセグメントが存在しない。結果として，研究開発においても製造•販売 

部門の意思も強〈反映され，応用研究や商品開発などの具体的なテーマにもとづいておこなわれる。 

それに対し，欧米においては，研究開発は独立の研究所や大学といった研究開発主体，または企業 

内においても比較的独立した研究開発部門によっておこなわれる。よって，研究開発は研究者本位 

のもとで，創造的技術の開発がおこなわれることになる.。
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界においても，外部機会の存在は，留保水準を通じて各主体の利潤に影響を与え，さらには投資イ 

ンセンティブに影響を与えることになる。

以下の分析において，研究開発主体の投資としては研究開発の成功確率に影響を与えるものと， 

研究開発の成果の価値を高めるものとの2 種類を考える。また後者の投資については完備契約と不 

完備契約の 2 種類の契約を考える。完備契約の場合には，分析は典型的な代理関係モデル 

(principal-agent m odel), 特に不完備情報下のメカニズム• デザインのモデルをもちいてなされる。 

完備契約と不完備契約の2 つをを考慮する理由は次のようなものである。 1 つの理由は，上記した 

ように契約が不完備にならざるを得ない場合に，その投資インセンティブの歪みは完備契約の世界 

と比較してどの程度大きいかということを分析するためである。もう1 つの理由としては，完備契 

約が作成可能であるとしても，本当に完備な契約が選択されるかという問題を分析するためであ(I  c 

本稿では，一般に技術が基礎的である場合には，完備契約が作成可能であるとしても不完備契約が 

選択されることが導かれる。ただし，その選択は投資主体自身のインセンティブの大きさからかな 

りの影響を受けることになる。

また，日本企業のような垂直的統合の場合には，研究開発主体は外部機会をもたない。そのとき， 

研究開発主体の投資インセンティブはどのように調整されるのであろうか。垂直的統合のケースで 

は，製造主体と研究開発主体との取引は比較的長期間継続する組織的取引であると考えられる。伊 

藤- 松 井 （1 9 8 9 )は組織的取引を特徴づけるものとして，序列競争（rank-order tournam ent) をあげ 

ているが，本稿では，序列競争による投資インセンティブの調整効果についても分析をおこなう。

さらに，成熟産業の場合には新技術の開発に失敗した場合にも既存技術が存在し，それは今度は 

製造主体に外部機会を与えることになる。しかし，本稿ではそのような既存技術の存在は垂直的統 

合か分離かという所有構造の決定に対しては中立的な影響しか与えないことが示される。ただし， 

研究開発主体の投資インセンティブの減少を招き，これはA rro w  (1962) が議論した技術の交替効 

果 （replacement e f f e c t )の一つの解釈とすることができる。また既存技術の存在により，完備契約 

が作成されるようになることが分かる。これは完備契約はそのような既存技術の影響を受けないこ 

とに依存する。

本稿の構成は以下のようなものである。2節ではモデルを紹介する。続いて3節では基本的な分析 

として成功確率は外生的であり，投資としては研究開発の成果の価値を高めるもののみを想定するc 

このケースでは，自然な条件のもとで所有構造としては垂直的統合が実現することが示される。ま

( 3 )  2 つめの理由は不完備契約という概念を導き出した問題意識とはかなり齟齬する。しかし，不完 

備契約が完備契約からどの程度乖離するかを分析するにおいて重要である。例えば，Spier (1992)は 
完備契約と不完備契約のどちらが選択されるかという問題を分析しており，Segal(1995)や 

Noldeke-Schmidt (1995)は完備契約の世界での効率性が不完備契約によっても達成されることを主 

張している。
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た過小投資を改善する方法として，序列競争によって投資水準が増加することがあることが示され 

る。4節では成功確率も内生化し，研究開発主体の投資の影響を受けるものとする。この場合には 

研究開発主体の投資インセンティブは非常に重要であり，不完備契約の世界では垂直的分離が実現 

することが分かる。ここでは， 2 つの投資のあいだの補完性が重要な役割を果たす。ただし，完備 

契約も作成可能である場合には，技術が基礎的か応用的かによって結論は左右される。 5 節では既 

存技術の存在を考慮に入れ，不完備契約の世界での所有構造に関する中立性命題と，交替効果に類 

する結論を得る。結語は6 節で述べられる。

2 . 基 本 モ デ ル

A ghion-T iro le (1 9 9 4 )にもとづいて，次のような状況を考えてみたい。新技術を研究開発する 

主体として研究開発主体（research unit, R ) と，その新技術を実際に製品化することによって収益 

( r e tu r n )を得る主体として製造主体（m anufacturer, M ) との2 つの主体のあいだの契約関係を 

考える。製造主体は新技術から直接に収益を得る主体と想定しているので，実際には製造から販売 

までおこなっているとも考えられるが，ここでは便宜上，製造主体と呼ぶことにする。ここで，製 

造主体が新技術を製品化するために必要な工場などの資産を所有しているのに対し，研究開発主体 

は製品化に必要な資産は所有していないものとする。

研究開発主体と製造主体は事前段階で両主体のあいだでの資産の所有構造を決定する。つまり， 

開発された新技術（八テント）を誰が所有するかについて特定化する。もし，パテントの所有権が 

製造主体に与えられたならば，製造主体は製品化のための資産を所有しているので，垂直的統合の 

場合と呼ぶ。ただし垂直的統合の場合でも，新技術に関する知識は研究開発主体が所有しており， 

パテントを製造主体が所有するとしても研究開発主体を無視して新技術を製品化することはできな 

い。つまり，研究開発主体は新技術に関して必要不可欠（e s s e n t ia l)な主体である。もしパテント 

が研究開発主体に与えられたならば，生産に必要な資産は製造主体が所有しているので，垂直的分 

離の場合と呼ぶことにする。

ここで，所有構造の決定についての事前の交渉力について次のような仮定を置く。

仮定 1 事前の交渉力は製造主体に帰属する。

この仮定は，事前の段階で多くの同質的な研究開発主体が存在していることを反映している。ま 

た主体が契約の際に持つ資金（c a s h )について次のような仮定を置く。

仮定 2 事前の段階で研究開発主体は十分な資金を保有しない。

仮定 2 は，一般的に製造主体に比して研究開発主体は規模が小さく，その資金も潤沢ではないこ
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とを反映している。よって，研究開発主体は予算の制約下にある。

仮定 1 と仮定2 より，かならずしも社会的に最適な所有構造が実現しないことがわかる。製造主 

体が事前の交渉力を持つことより，製造主体は自らの期待利潤が最大になるように所有構造を決め 

る。ここで，E n i を垂直的分離の場合のi 主体の期待利潤とし，E ?:!を垂直的統合の場合の期待利 

潤とする。仮に，ETTfSETT，とすると製造主体は自らが八テントを所有し垂直的統合が選択され 

ることになる。このとき，五;r/ く五t t / ならばこの所有構造は社会的に最適であるが，もしEttsm 

+  E7ri>E7nM+ EmRならば，この所有構造は最適ではない。この場合でも，研究開発主体が十分な 

資金を所有しているならば，Ettト Ettsmのトランスファーと交換に製造主体は研究開発主体に所 

有権を与えればよい。そのときの製造主体の期待利潤はとなり，研究開発主体の期待利潤は 

E n i + E j ^ —E n t1：̂ となるので，このようなトランスファ一はインセンティブ. コンパチブルであ 

る。しかし，仮定 2 より研究開発主体は十分な資金を所有しないので，最適な所有構造はかならず 

しも達成されない。

次に，いま研究開発しようとしている技術の名前をy とする。また新技術y が開発される確率 

をp ( 0 < p < l ) とする。p は契約不可能な研究開発主体による1 単位の投資によって1 単位増加す 

るものとし，その投資コストはk ( p ) ( k，>Q，k〃>Q')である。これは研究開発主体が負担する私的コ 

ストである。

さらに新技術y を製品化することによって製造主体が得ることのできる収益を知+  r  + 沒で示す 

ことにする。ここでは当該の製造主体にとって特殊的（specific) な技術によって実現する収益 

である。それに対し， p + 沒は一般的（g e n e r a l )な技術によって実現する収益である。よって夕の 

技術が他の製造主体に与えられた場合にはv +  0 の収益を実現させることができる。

ここでp は研究開発主体の投資によって得られ，その費用関数はm ( v )，（m，>0, m " >0, m "，讀  

である。没は確率変数であり，[ —丛万 ] の区間を分布する。ここで，互> 0 ,万> 0 である。さらに， 

密度関数は/ ( のであり，分布関数はF (めとする。また沒の期待値は一般性を失うことなく 0 と 

できる。 0 は研究開発主体にのみ観察可能であるのに対し，製造主体はv +  0 のみが観察可能であ 

るものとする。

研究開発の対象となっている新技術の性質（基礎的技術か応用的技術か）は，本稿では新技術の不 

確実性の範囲とsy の大きさに集約されている。つまり，新技術の外部機会における適用範囲が広 

く不確実性が大きいならば，その新技術は基礎的な技術であるのに対し，適用範囲が狭いならばそ 

れは応用的な技術である。また，新技術の関係特殊的な部分が大きいならば，それは応用的な技術 

を意味している。

2 . 1 契 約

契約については， まずG ro ssm an -H art (1 9 8 6 )の不完備契約（incomplete contract) の考え方を
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前提として分析を進め，不完備契約の世界での望ましい所有構造を求める。さらに，契約の質を序 

列競争（rank-order tournam ent)，完備契約（complete c o n t r a c t )と向上させていき，不完備契約の 

世界での結論と比較をおこなう。このことから，完備契約が作成可能な世界で，本当に完備契約が

作成されるかを分析することができる。完備契約については，スクリーニング型のメカニズム•デ
⑷

ザインの考え方をもちいている。

まず，p については契約は不完備なものしか作成することはできない。より具体的には，新技術 

の開発に関する情報は事前の契約の段階では十分ではなく，よって契約の内容として新技術の開発 

結果と投資水準について詳細に定義することはできないものとする。このようなことが起きる原因 

としては，契約を作成するための取引費用や，主 体 （もしくは言語）の限定合理性などをあげるこ 

とができる。

それに対し，v については製造主体がv +  0 を観察可能であることを利用して完備契約を作成• 

実行することができるものとする。まためについても契約を不完備なままにしておくことも可能 

である。もし，r についての完備契約が作成されたならば，研究開発主体のv に関する投資はそ 

の完備契約によって制御され，またp もその完備契約が規定する報酬に依存することになる。し 

かし，v について不完備契約しか作成することができないならば，報酬は契約によっては保証され 

ないので，各主体は機会主義的な行動（opportunistic b e h a v io r )をとるようになり，報酬は事後的 

な交渉によって決定することになる。

この不完備契約に伴う事後的な交渉の際に，所有構造の違いが決定的な影響を与える。所有構造 

にかかわらず，製造主体は生産に必要な資産を，研究開発主体は新技術に関する知識を所有する。 

それに対し，パテントなどの新技術に関する権利は，垂直的統合の場合には製造主体に，垂直的分 

離の場合には研究開発主体に与えられる。これが事後的な交渉の際の交渉力に影響を与え，結果と 

して研究開発主体の投資インセンティブに影響を与えるのである。

2 . 2 タイミング

時間の流れは次のようなものである。

第 0 期 垂直的統合か分離かという所有構造の決定。

第 1 期 研究開発主体がp の決定。

第 2 期 e が実現し研究開発主体が観察。v に関する契約が結ばれる。

第 3 期 契約に依存して研究開発主体が：̂を決定。

第 4 期 研究開発の結果が実現。

( 4 ) スクリーニング型のメカニズム•デザインにおいては顕示原理（revelation principle) が重要な役 

割を果たすことになる。これらについては， M yerson (1982), Laffont-T iro le (1986), 
Fudenberg-Tirole (1 9 9 1 )の 7 章に詳しい議論がなされている。
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第 5 期完備契約の場合には，契約にもといて報酬が支払われ，不完備契約の場合には交渉がお 

こなわれる。

2 . 3 不完備契約の場合の収益

不完備契約を想定したときには，研究開発に成功したときの収益の分配は事後的な交渉によって 

決まる。このときの交渉の結果はナッシュ交渉解によって与えられるものとする。垂直的分離の場 

合には，研究開発主体はパテントを所有するので，交渉が決裂したならば研究開発主体は外部の製 

造主体にライセンスを与えることができる。ライセンシングとしては排他的なものを想定し，研究 

開発主体は同時に複数の製造主体にライセンスを与えることはできないものとする。もし当該の製 

造主体にライセンスを与えたならば+  v +  0 の収益が実現し，それを交渉によって分配すること 

になる。上記したように知は当該の製造主体に特定的な技術によって実現する収益であるのに対 

し， r  +  は一般的な技術によって実現される収益であるので，研究開発主体が外部の製造主体に 

ライセンスを与えた場合にはp + 没の収益が実現することになる。そして，研究開発主体はライセ 

ンス料を通じてこの外部機会での利潤を全て手にすることができる。

外部機会は，交渉が決裂した場合に研究開発主体が得ることができる収益であるので，交渉にお 

いて研究開発主体にとっての威嚇点（trea t p o i n t )としての役割を果たすことになる。また，製造 

主体にとっての威嚇点は0 である。研究開発が成功した場合には，研究開発主体と製造主体は 

知+  P +  0 の収益を交渉によって分割する。以上より，垂直的分離の場合には交渉における威嚇点 

はそれぞれv + 没と0 であり，ナッシュ交渉解は研究開発主体には（知+  2v +  2の/ 2 を，製造主体 

に は s j 2 を与えることになる。

次に，垂直的統合の場合について考えてみよう。このとき，新技術から収益を獲得するのために 

は研究開発主体は必要不可欠であるので，研究開発主体は事後的な交渉のテーブルにつくことは可 

能である。しかし，パテントは製造主体が所有しているので，交渉が決裂したときに研究開発主体 

は他の製造主体に技術をライセンスすることはできない。また，研究開発主体の知識がなければ新 

技術から収益を得ることはできないので，交渉が決裂したときには製造主体は何も得ることができ

表 1

垂直的分離 垂直的統合

研究開発 

主 体

Sy~\~2v ~\~2d 
2
iv + d)

Sy~\~ V 9 
2

(0)

製造主体
Sy
2

(0)

Sy+V+ d 
2

(0)
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ない。よって両主体の威嚇点は，共に 0 である。以上より，垂直的統合の場合のナッシュ交渉解は 

それぞれの主体が（Sy +  p + の/ 2 を獲得するものである。以上のような垂直的統合か分離かに依存 

した不完備契約のときの各主体の収益は，表 1 のようにまとめることができる。ただし，表 1 の括 

弧の中の値は各主体の威嚇点を表している。

2 . 4 最適な投資水準

比較のために，社会的に最適な投資水準を求めておきたい。第 3 期において，製造主体と研究開 

発主体の共同期待利潤はp を所与として，

p (sy + v + 0) — m {v)  — k (p )  (1)

である。（1 )を p について最大化すると， 1 階の条件

p  =  m ’(v)  (2)

が得られる。m '( . )の逆関数をパ（づとすると，第 3 期にはp を所与として， r  =  の投資を 

おこなうのが最適である。ここで明らかにv は / ? についての増加関数である。

第 1 期で測った期待利潤は，第 3 期での最適なこ関する投資を考慮すると，

p(sy + v*(p))  — m (v*{p))  — k (p )  (3)

となる。ここでは，没の期待値が0 であることをもちいている。（3 )を p について最大化すると，

1 階の条件は，

sy + v*(p) + p v * \ p )  — — k ’(p) =  Q (4)

となる。ここで（4 ) を満足するようなp をp * とすると，社会的に最適な投資水準は，P * と 

v * ( p * )によって与えることができる。

3 . 研究開発の成果に対する投資

最も単純な場合として，第 1 期におけるP に対する投資が存在せず，J9 (0 < /?< 1)が外生変数で 

ある場合について分析する。よって，研究開発主体の投資機会はV に関するものだけであり，

ん(JD)を考慮する必要はない。ただし，いうまでもなく V の水準はJDに依存することになる。

3 . 1 不完備契約の世界

まず不完備契約しか作成されない世界を想定して分析をおこなう。垂直的統合のケースでは，研 

究開発が成功したならば，それぞれの主体が（sy +  v + の/ 2 の収益を得る。よって，研究開発主体 

は第3 期に

=  p Sy 2  m {v)
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を最大化するようにr を決定する。したがって，P についての投資水準は

Y  =  m ’(v)  (5)

を満足する。この場合の投資水準をとすると，如 = パ ( p /2 )であり，最適な投資水準と比較 

すると明らかに過小である。ここで，添字の / / は垂直的統合で，かつ不完備契約であることを意 

味している。また第0 期で測った製造主体の期待利潤はe の期待値が0 であるので

E n ^  =  p ^ f n-  (6)

となる。

次に垂直的分離のケースであるが，不完備契約の世界で研究開発が成功したならば，研究開発主 

体は （Sj/ +  2p +  2の/ 2 を獲得することができる。よって，研究開発主体は

7 r R ( d ) = p sM± 2 v ± 2 d . _ m (v )

を最大化するようにr を決定する。結果として，研究開発主体はp =  レ）と な る よ う に を決 

定する。添字のS / ，垂直的分離で，かつ不完備契約であることを意味している。ここでれ/ = パ 

が成立しており，投資水準は最適である。

しかしながら，製造主体の期待利潤は；̂ / 2 であり，投資による収益の増加を享受できない。換 

言すれば，研究開発主体は投資からの収益を全て獲得できるからこそ，最適な投資を実行している 

わけである。ここで仮定1 と仮定2 のもとでは，第 0 期において製造主体は自らの期待利潤を最大 

にするように所有構造を決定するので，所有構造の決定において，不完備契約の世界では垂直的統 

合は垂直的分離を支配する。よって，垂直的分離は最適な投資水準を達成するにもかかわらず選択 

されることはない。

命題 1 不完備契約の世界において，仮定 1 ， 2 が満たされているとする。このとき，研究開発の 

成功確率が外生的であるならば，資産の所有構造としては垂直的統合が実現する。また，垂 

直的統合のもとで研究開発主体がおこなう投資水準は過小である。

3 . 2 複数の研究開発主体と序列競争

以上の分析より，不完備契約の世界で投資機会が1 回だけの場合において， もし製造主体が単一 

の研究開発主体とのみ取引をおこなうならば，かならず垂直的統合が実現し，製造主体が新技術に 

関するパテントを手にすることが分かった。しかし，その場合には過小投資の問題が発生する。こ 

れは，W illiam sonのホールド• アップ問題（hold-up p r o b le m )として知られている。 K onishi a/. 

ではホールド• アップ問題を軽減するためのメカニズムとして，L azear-R osen  (1981) の序列競争
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をもちいて，ホールド . アップ問題が軽減されるための条件を求めている。

垂直的統合が実現している際には，現実的には製造主体と研究開発主体が同一の企業内に存在し 

ているか，少なくとも密接に関連しており，両者のあいだの取引は長期的かつ組織的取引としての 

性格をもつだろう。伊藤- 松 井 （1 9 8 9 )は，組織的取引では競争は少数者間でおこなわれ，序列競 

争としての性格をもつようになると指摘している。そのような例としては，日本における下請け企 

業間の競争や，企業内における昇進競争をあげることができよう。ここで，製造主体が資産の所有 

構造としては垂直的統合を選択しているときに，複数の研究開発主体を傘下におさめているとする。 

このとき，それらの研究開発主体のあいだで序列競争のメカニズムを設計することによって，研究 

開発主体の投資インセンティブを増加させることができるかもしれない。

ここでは，製造主体がv + 沒を観察可能であることをもちいて，複数のエージヱントによる序列 

競争を考えてみたい。ただし，研究開発主体はe を観察することができるので均衡はベイズ•ナッ 

シュ均衡として定義される。この点は通常の序列競争についての理論的分析と異なっている。

第 0 期に製造主体は2 つの研究開発主体との垂直的統合を実現しているとする。よって，新技術 

に関するパテントは製造主体に帰属することが確認される。そして，次のようなインセンティブ体 

系を提案する。研究開発主体/0_ = 1 ，2 )は第2 期に认を観察する。このとき f t と汰は独立であり， 

その確率分布は八= 巧 = 厂であり，ここでは，特に対称な一様分布を仮定する。また研究開発主 

体 i は研究開発主体メ (メキ/ ) のめの実現値は観察することができない。第 3 期に研究開発主体は 

ルの投資をおこない，そのとき，製造主体は汰は観察が可能である。そして第3 期の段階で， 

製造主体はもしv A d i ^ V j十d jならば，その時点で研究開発主体i との排他的な取引を決定する。

第 4 期に研究開発が成功したならば，第 5 期に製造主体と研究開発主体/ とのあいだで，事後的な 

交渉がおこなわれ，垂直的統合の場合のナッシュ交渉解によって収益の分配が決定する。もし第4 

期に研究開発が失敗した場合でも製造主体は第3 期に採用しなかった研究開発主体y と取引するこ 

とはできない。この意味において，序列競争は排他的である。解釈すると，製造主体は第3 期にお 

いて採用した研究開発主体i の技術に会わせて研究開発の成果が実現する前に，設備投資などの何 

らかの技術の調整をおこなわなければならず，技術の転換には非常にコストがかかると想定してい 

る。よって，第 5 期での交渉においても研究開発主体ノ_の存在は製造主体にとっての外部機会（威 

嚇）とはならない。

第 2 期においてもを観察したときの研究開発主体/ の期待利潤は以下のようなものである。ま 

た p i= p 2 = p，W i(.) =  m 2( .)  =  m ( . ) を仮定する。

r |  p (sy + Vi+ 6i)/2 — m (vi)  (if v {+ 6 i> V j+  dj)

[ — m{vi)  (o th erw ise；

研究開発主体 i がを観察したときの期待利潤は，
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E t：t {  6t)  =  p -Sy +  ち +  多 P r o b ( R  +  6i >  E v j  +  6j) — m {v t)

= P +  ^  +  认 F { v i  +  Qi — E v j )  — m ( v i )  (8)

となる。ここで，添字の：T は序列競争のケースであることを表している。ベイズ•ナッシュ均衡 

を想定しているので，研究開発主体 / は，研究開発主体ノ_の投資水準の期待値五巧を所与として期 

待利潤最大化をおこなう。期待利潤最大化のための1 階の条件は。

寻(F(Vi+ di — Evj) +  (sy +  Vi +  6i)f(vi-\- 0i~Evj )) —  m,{vl)  =  Q

となり，これは研究開発主体i の （相手の研究開発主体の投資の期待値に対する）反応関数である。 

ここで，不確実性については一様分布を仮定しているのでこの1 階の条件は，結局

~^-{sy-\-2vi-\- 6i~\- d — Evj) — (9)

となる。また2 階の条件については常に成立しているものとする。（9 ) より， の第0 期で測 

った期待値については，

プ=^(Sj/ +  2 £ v i+  6 — Evj) — w '(V i)= 0

が成立する。ここで対称均衡のみに注目することにすると，対称均衡については次の関係が成り立つ。

-^-(sy +  E v i+  6) — m,(vi) =  0 (10)

この対称均衡の期待値をE v t と記すことにする。

不完備契約の世界では，第 0 期 に お け る 製 造 主 体 の 期 待 利 潤 は (知+ 砂 ) / 2 であり，よ 

って製造主体は投資水準の期待値が大きくなるように単一の研究開発主体と取引するか，もしくは 

複数の研究開発主体と取引するかを決定する。そして投資水準の期待値について次の命題を得るこ 

とができる。

命題 2 新技術の関係特殊的な部分が大きい，ないしは新技術の不確実性が小さい(S y> d  ニ̂ )と 

する。このとき，不完備契約の世界において，複数の研究開発主体による序列競争での対称 

均衡における投資水準の期待値は，単一の研究開発主体の場合よりも大きくなる。

証明

単一の研究開発主体の場合にはp / 2 - m '( r )  =  0 となるように投資水準を決定する。ここで（10)

i り

^ w '  {Ev t) = ^ ^ { 6 — sy — E v  t)
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であり，もしS y之及= 及ならば右辺はかならず負である。m が凸関数であることより，Vh C E vt 

が証明される。 ■

直観的には次のように説明できる。単一の研究開発主体のケースでは，s〃は研究開発主体の投 

資インセンティブには影響を与えず，よってホールド• アップ問題が発生した。しかし，複数の研 

究開発主体のケースでは，より大きな知は研究開発主体の相手に勝とうとするインセンティブを 

導きだし，結果としてより大きな投資水準を呼び起こす。また，より小さな么及は相手の研究開 

発主体の投資水準を所与として勝つ確率を大きくすることになる。単純な計算により2 階の条件が 

満たされるならば戦略的代替関係にあることが分かるので，このような競争条件の改善はより大き 

な投資水準を導き出すことになる。

以上の分析より，不完備契約の世界で垂直的統合が実現しているとしても，組織的取引の特徴で 

ある序列競争のもとでは，投資インセンティブの改善が認められる。日本企業の特徴として，垂直 

的統合に類する緊密な関係と，組織的取引をあげることができるが，ここではインセンティブ体系 

として上記のような序列競争のシステムが働いていると思われる。また，より小さな互，及は一般 

的な技術の不確実性が小さいことを意味しており，これは開発される新技術が応用的な技術である 

ことを意味している。さらに，より大きな知は新技術の関係特殊的な部分が大きいことを意味し 

ており，やはり新技術が応用的であることを示唆している。よって，命題 2 より応用的な技術であ 

れば序列競争によるインセンティブの増加が保証され，垂直的統合のもとでの序列競争は望ましい 

ものとなる。

3 . 3 完備契約の世界

研究開発の対象となっている新技術の性質（基礎的技術か応用的技術か）は，本稿では新技術の不 

確実性の範囲と知の大きさに集約されている。つまり，新技術の外部機会における適用範囲が広 

く不確実性が大きいならば，その新技術は基礎的な技術であるのに対し，適用範囲が狭いならばそ 

れは応用的な技術である。また，新技術の関係特殊的な部分が大きいならば，それは応用的な技術 

を意味している。しかし，不完備契約の世界では，序列競争を想定しなければ新技術の性質は所有 

構造の決定に影響を及ぼさない。本稿の目的の1 つとして，新技術の性質が所有構造や契約の選択 

に与える影響を序文であげたが，そのために完備契約の世界での分析を以下でおこないたい。

まず，垂直的統合の場合における最適な完備契約を導出する。製造主体はv +  0 が観察可能であ 

ることを利用して，スクリーニング型の完備契約を作成することができる。第 3 期に製造主体が契 

約を作成する際の研究開発主体の期待利潤をE n R, および製造主体の期待利潤をE n Mで示す。完 

備契約の世界で新技術の開発に成功したならば，製造主体はw の報酬を製造主体は研究開発主体 

に支払うものとすると，研究開発主体の事前の期待利潤は

E n R =  pw — m {v)  (11)
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となる。また製造主体の事前の期待利潤は

E n M = J  p ( s y + v + 6 ~ w ) f ( 6 ) d d  (12)

となる。

完備契約は両主体にとって観察可能な変数にもとづいて決められる。よって製造主体は研究開発 

主体からの6 の実現値の報告にもとづいてバのとw ( のを決める。そして最適なメカニズムを見 

つけだすことが製造主体にとっての問題である。

いま，顕示原理をもちいることにより研究開発主体が0 についての真実の実現値を報告するよ 

うなメカニズムのみを考慮する。そして{奴（め，バタ)}をそのような顕示メカニズムであるとする。 

このメカニズムは， もし研究開発主体がタの報告をすれば，研究開発主体はK め + S を実現す 

るだけの投資をおこなわなければならず，そして製造主体は研究開発に成功したならばW(め の  

報酬を支払うことを意味している。顕示メカニズムにおいて，真実を表明した研究開発主体の中間 

的な期待利潤を

n R{6) =  p w (d )  -  m ( v ( d 、) (13)

と表記することにする。ここで，標準的な手法をもちいると，顕示メカニズムが誘因両立的である 

ための必要十分条件は

n w { d )  =  m'{v{Q)) 

v \ 0 ) > - l

であることがわかる。この証明については，L affo n t-T iro le  (1 9 9 3 )を参照して欲しい。

次に，上記のことをふまえて製造主体についての問題を考えてみたい。6•が不確実性の実現値と 

して実現したとしよう。そのとき第2 期での製造主体の期待利潤は，上記の顕示メカニズムのもと 

では

n M{6)  =  p(sy + v ( 0 )  + O — w (0 ) )  (14)

と表すことができる。いま（1 3 )を；w ( 6 0 について解いて（1 4 )に代入すると，製造主体の中間的 

な期待利潤は

n M{9) =  p ( s y + v { 6 ) + 0 ) - m { v { 0 ) ) ~ 7 ：l lc{d)  (15)

となる。ここでp は所与である。

契約における，研究開発主体の期待利潤の留保水準についてであるが，もし研究開発主体が契約 

の提示を拒否した場合には，研究開発主体は新技術に関するパテントを所有していないので，他の 

製造主体にライセンスすることはできない。よって，留保水準は0 であるものとする。

いま製造主体が直面している問題は次のようなものである。

m ax y* {p{sy + v{6)-\- 6 — m {v{6 ))  —7：fc {d )} f{d )d d
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sub. to

n fc id )  =  m 'iv id ) )

v ' { 0 )之 —1 

TtPdd) > 0， 0]

この問題を解くために次のような仮定をおく。

仮定 3

w i j ^ H d ) )  -  °

よって，（1 —F (の) / / ( のはタについての非増加関数。

この仮定は単調なハザ一ド• レート（monotone hazard r a t e ) の仮定と呼ばれているが，ある種の 

収穫遲減の仮定と解釈することができる。また，B agnoli-B ergstrom  (1989) で示されているよう 

に，一様分布，正規分布などの多くの標準的な確率分布関数において満たされる。また，密度関数 

/ が [ —1 、~6]で単調減少関数であるならば，仮定 3 は満たされることも示されている。

上記の問題を最適制御理論をもちいて解くと，その解は

p  — m !{v ic {8 )— 1 ズ m " (v lc(d))  =  0 (16)

nfi{d)  =  J  m r{v ic{t))d t  (17)

となる。ここで/ C は垂直的統合で完備契約である場合の解であることを示している。

最適な契約において，研究開発主体がもし0 を観察したならば，彼はこの契約の内容を受諾し， 

そして真実の値0 を製造主体に報告する。製造主体は研究開発主体からの報告にもとづいて（16) 

のような投資を指示し，そして，研究開発主体の利潤が（1 7 ) となるようにル（めを決定する。

ここで（1 6 ) より，0 = 及の場合を除いては明らかに投資水準は社会的に最適な場合と比較して 

過小である。これは，研究開発主体に正しい情報を顕示させるために必要な費用と解釈することが 

できる。

所有構造が垂直的分離のときに，完備契約の世界において製造主体が解くべき問題は，垂直的統 

合のときとは研究開発主体の個人合理性条件のみが異なる。垂直的分離の場合には研究開発主体は 

新技術のパテントを所有しているので，契約を拒否したとしても他の製造主体にライセンスするこ 

とにより，一般的な技術から得られるp + 没の収益を獲得することができる。よって，契約を拒否 

したならば，研究開発主体は第3 期に p(v  +  (9) —w ( v )を最大化するようにv を決定し，p を所与 

として研究開発主体はp =  w 'レ）の投資をおこなう。よって第2 期 （完備契約を受諾するか拒否する 

かの決定）での留保水準は，研究開発主体が0 を観察した場合にはp レ* + の一m ( v * )となる。
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留保水準がシフトしたとしても，完備契約が規定する投資水準は変化しない。 しかし，個人合理 

性条件を満足するために，製造主体は研究開発主体により多くのトランスファーを与えなくてはな 

らない。よって，製造主体の期待利潤は垂直的統合の場合よりも減少している。結果として，完備 

契約を前提としても，垂直的統合は垂直的分離を支配している。

命題 3 完備契約の世界において，仮定 1 から3 が満たされているとする。このとき，研究開発の 

成功確率が外生的であるならば，資産の所有構造としては垂直的統合が実現する。また，垂 

直的統合のもとで研究開発主体がおこなう投資水準は過小である。

以上より，完備契約の世界においても，投資水準は過小となることが分かる。それでは，不完備 

契約の世界と同様に，複数の研究開発主体を想定することで，投資水準を改善することが可能であ 

ろうか。その答えは否である。複数のエージェントの場合の最適な完備契約によるメカニズムも考 

察することは可能であるが，最適なオークションとして得られる解において，投資インセンティブ
(5)

は単一のエージェントの場合と同じであることが知られている。よって複数の研究開発主体の場合 

においても完備契約の場合には投資水準は変化しない。

3 . 4 完備契約か不完備契約か 

以上の分析より，新技術を開発に成功する確率が外生変数であるならば，完備契約の世界におい 

ても，不完備契約の世界と同様に垂直的統合が華直的分離を支配することが分かった。よって，第 

0 期に製造主体はかならず垂直的統合を所有構造として選択することになる。それでは，完備契約 

の世界で，契約の内容を特定化せず不完備なままにすることが可能であるならば（収益の分配は事 

後的な交渉によっておこなわれる），第 2 期において製造主体は完備契約と不完備契約のどちらを選 

択するのであろうか。以下で示されるように，この問題は新技術の性質と密接な関係を持つ。 

ここでは，具体的な比較を可能とするために

m { v)= 号  v 2 (18)

を仮定する。そして，製造主体の期待利潤を不完備契約と完備契約のそれぞれの場合について計算 

してみたい。

まず，不完備契約の場合には（5 )よりれ，= p / 2 m となる。よって（6 )より製造主体の期待利潤は，

E ttiI = - ^ ( 2m sy + p )  (19)

となる。

( 5 ) 例えば Riordan and Sappington(1987)や McAfee and M cM illan(1987)を参照のこと。
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次に完備契約の場合であるが，命題3 において（1 8 )を仮定すると，

一 ト 念 - 1 ^  (2°)

Enfc =  e _ v ~ m J :  ^  (21)

を得ることができる。ここで(20 )について次のような仮定をおく。v ( e ) は e に関する増加関数で 

あるが， 0 の実現値が最も小さい一互の場合にも研究開発主体が正の投資を達成する，すなわち 

V >  0 であることを保証するための仮定である。

仮定 4

v ( - 互 ) = i - 7 F I T 〉0
この仮定はP が十分に大きいか，m がト分小さく，投資インセンティブが大きいときに満たさ 

れる。

以上より，完備契約を想定した場合の製造主体の期待利潤は

Enfc =  p [ s y + p 2 m ~ d ) + j rif 6e (22)

となる。（1 9 )と（2 2)の大小関係から，不完備契約と完備契約のどちらを製造主体は選ぶべきかを判 

断することができる。残念ながらここでは，確定的な結論を得ることができない。しかし，次の命 

題を得ることができる。

命題 4 完備契約の世界において，仮定 1 から 4 が満たされているとする。また，不完備契約も作 

成可能であるとする。このとき，一般的な技術の不確実性の程度立が大きくなるにつれて， 

製造主体は不完備契約を選択するようになる。

証明

いま五7Z7?= 丑7T方が成立しているものとする。このとき右辺は丑から独立であるのに対し，左 

辺は立に依存している。よって左辺が§_の減少関数であることを示せばよい。E T ^ cをで偏微分  

すると，一p +  m /2 / ( —互）となる。仮定 4 よりこれは負である。よって命題4 は証明された。 ■  

直観的な説明は以下のようなものである。完備契約の場合，研究開発主体が得る利潤は非対称情 

報の問題が存在する場合に発生する情報レントであり，製造主体はこの情報レントを研究開発主体 

に与えないと真実の報告をさせることはできない。そしてこの情報レントは不確実性の程度が大き 

くなればなるほど，増加することがわかる。こ れ は を 互 に つ い て 微 分 す る と ， Plm  

一l / / ( — となり，仮定 3 より五;r /c が互に関する増加関数であることから容易に確かめることが 

できる。よって製造主体は互の増加にしたがってより大きな報酬を研究開発主体に支払わなけれ
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ばならない。しかし，完 備 契 約 が 規 定 す る 投 資 水 準 の 期 待 は =  p /m —互であり，これは立 

が増加すると減少する。したがって，不確実性の程度が大きくなるにつれて，完備契約のもとでの 

製造主体の期待利潤は減少し，製造主体は第2 期において不完備契約を選択するようになる。

以上より，新技術が基礎的であればあるほど，完備契約が作成可能な世界でも，不完備契約が選 

択されるようになることが分かる。つまり，新技術が基礎的であれば，どのように適用されるかを 

完備契約において分類するためのコストが非常に大きくなり，結果として，分類をおこなうことを 

放棄するようになるのである。

4 . 成功確率の内生化

2 節では第1 期における研究開発主体のp についての投資を考慮せず，外生的なものとして分 

析をおこなった。そして，所有構造としては垂直的統合が実現するという結論を導きだした。この 

結論は，製造主体が垂直的分離を選択したとしても，もっぱら研究開発主体に，契約の締結，また 

は事後的な交渉の際の交渉力を与えるのみであり，それによる投資水準の増加の利益を製造主体が 

享受できないことに依存している。しかし現実として欧米における研究開発は，研究開発主体の独 

立性，すなわち垂直的分離を特徴としている。それでは，垂直的分離が資産の所有構造として実現 

するのはなぜであろうか。

また，前節の分析では，基礎的技術か応用的技術かという新技術の性質は完備契約か不完備契約 

かの選択に影響を与えるのみであり，所有構造の場合には影響を与えない。しかし最初に議論した 

ように，基礎的技術は垂直的分離と，応用的技術は垂直的統合と関連があるはずである。それでは， 

新技術の性質と所有構造との関係はどのように説明されるのであろうか。

4 節ではこれらの問題を分析するために，研究開発主体は研究開発の成功確率に対する投資もお 

こなうとする。したがって，研究開発主体は新技術の開発においてより重要な主体となる。前節で 

の分析から分かるように，不完備契約の世界において，垂直的分離のケースではp を所与として 

研究開発主体は最適なr の投資を達成する。本稿のモデルにおいては，p と r のあいだには補完 

性が存在するので，より大きなp が期待される場合にはより大きなp についての投資をおこなう 

ようになる。このような状況においては，成功確率の増加を通じて製造主体にとっても垂直的分離 

の方が'望ましいかもしれない。

完備契約の世界においてもp の内生化は興味深い。前節の分析では互の増加に従って，完備契 

約は製造主体にとって不利な契約になっていくことが示されたが，それは研究開発主体が受け取る 

情報レントの増加によるものであった。p を内生化した場合にはより大きな情報レントは，p に関 

するより高い投資インセンテイブを意味しており，その効果が情報レントの増加の効果を上回るか 

もしれない。以下では，これらの問題について分析をおこなう。また本節以下では，具体的な比較
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を可能とするために，

m ( v) = 号  v 2, fc(p)^-p2

を仮定する。

4 . 1 投資水準の決定 

4 . 1 . 1 不完備契約の世界

不完備契約の世界において，垂直的統合が実現しているとする。第 3 期に p を所与とすると，

( 5 )よ り 研 究 開 発 主 体 は =  となるようにr の投資を決定する。したがって，製造主体

の第1 期で測った期待利潤は，

であり，研究開発主体の第1 期で測った期待利潤は，

E T r f ^ p ^ ^ - ^ - j - p 2 

である。これにv =  vu (p )  =  p / 2 m を代入してp について最大化すると，

V l I = ^ k ^ T  (23)

が得られる。よって各主体の第1 期で測った期待利潤は

一  2m sl  一  \ m 2ksl ( 9 A )

ElZn -  2(4 — - 1) ， Enn  -  (4 mん一l ) 2 (24)

となる。p が内点解であることは，後にパラメータに関する仮定によって保証される。

次に垂直的分離の場合であるが，p を所与として第3 期に研究開発主体はv M  = v * (p 、= plm  

となるようにr の投資を決定する。製造主体の第1 期で測った期待利潤は，

E tcm =  p ^ ~

であり，研究開発主体の第1 期で測った期待利潤は，

2上____ n ji 2 _  A n 2
^  - P 2 2 V 2 P

である。これにv = vsi(p)  =  p l m を代入してp について最大化すると，

PS1= ， VSI =  (25) 

が得られる。よって各主体の第1 期で測った期待利潤は
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T?—M —  YHSy

tK si  — 4(m  んー1) (26)

となる。

4 . 1 . 2 完備契約の世界

完備契約の世界では，垂直的統合の場合での研究開発主体の第3 期におけるv の投資水準は 

(2 0 )よりp を所与として，v IC( p ,め = 古 —-1 -怨 、によって与えることができた。 (21)より第 

1 期で測った研究開発主体の期待利潤は

Eizfc =  l P ~ m j eg d d - ^ - p 2 (27)

であり，よって研究開発主体は（2 7 )を最大化するようにp を決定する。結果として，

Pic =  了  （28)

となるように第1 期にの投資をおこなう。ここで，P /cは W の水準に依存しないことに注意し 

て欲しい。つまり，研究開発の成果に対する投資インセンティブは，研究開発の成功確率に対して 

は影響を与えない。一般的な技術の不確実性の実現値が最悪の一互の場合でも正のV が達成され 

るための条件である仮定4 は次のように書き換えられる。

仮定 4

バ - か ^ T - 7 F I T >0
また（2 2 )よりこの場合の第1 期で測った製造主体の期待利潤は

Enfc =  T  知+ ▲ —立十去/ —, (1 dd  (29)

となる。

次に垂直的分離の場合であるが，このとき研究開発主体の第1 期で測った期待利潤は垂直的統合 

の場合とは留保水準が異なるため，結局はトランスファーの期ネ寺値の量が差異として生じる。それ 

は （2 7 ) をp 2/ 2 m シフトさせることによって得られる。よって研究開発主体は

Enlc = l p ~ m L  (1 A d ) )} d d + f ^ ~ Y p2

を最大化するようにp を決定し，

psc =  ( w T ~ d  (30)

となるように第1 期の投資をおこなう。ここで，図 1 を参照して欲しい。P/Cが W に依存しなか
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図 1

ったこととは対照的に，P s c は m の減少関数であり，またすベ て の m についてp s c > p i c が成立す 

る。しかし，m が増加すると，ps c は仍c に近づいてゆく。つまり，第 3 期の投資のインセンテイ 

ブが小さくなるにつれて，第 1 期の投資水準も減少していくのである。ただし外部機会の存在の影 

響から，垂直的統合の場合の投資水準を下回ることはない。

完備契約の世界における垂直的分離の場合の第0 期で測った製造主体の期待利潤は，（22)の 

E k icからトランスファ一の期待イ直p 2l 2 m を引いたものであり，よって

En^c =  p { s y - d _ ) + ^ Y j _ g (エ ぶ )の) dd

である。これに（30) を代入すると

M  =  +Jt L  (1 dd  (31)

となる。

最後に，全ての場合についてp が内点解（0 < jd < 1 ) となるようにパラメータの範囲に関する仮 

定をおく。また，この仮定のもとでは；？についての最大化問題の2 階の条件はすべて満たされる。 

仮定 5

m k  >  m 6 _ + l ,  m k  > — +  1 
また以上の場合すべてについて，投資水準は社会的に最適な水準よりも過小である。

( 6 ) 社会的に最適な投資水準はダ= m sW (m A r-l)によって与えられる。
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4 . 2 所有構造と契約の決定

所有構造と研究開発主体の投資インセンティブとの関係を総括すると，垂直的統合の場合には， 

相対的に研究開発主体の投資インセンティブは小さいが，製造主体は交渉力が大きい。逆に垂直的 

分離の場合には，研究開発主体の投資インセンティブは大きいが，製造主体の交渉力は大きい。所 

有構造の決定において，製造主体はこのようなトレ'一ド • オフに直面することになる。

ここで，研究開発の成功確率を通じて，製造主体の期待利潤に研究開発主体の投資が決定的に影 

響を与える場合には，所有構造についての3 節の結論は妥当しないことが次の命題によって分かる。

命題 5 不完備契約の世界において，仮定 1 ， 2 ， 5 が満たされているとする。研究開発主体の投 

資が価値と成功確率に影響を及ぼす場合には，製造主体は第0 期での所有構造の決定におい 

て垂直的分離を選択する。

証明

E ttsI  > 五冗ガが常に成立することを示せば十分である。

(26) (3 0 )より，s ig n [五';淡一五疋幻= s ig n [8桃2紅 /2+ 廳 3/2] であるが，明らかにこれは正である。

■
命題 5 より，製造主体の期待利潤が研究開発主体の投資に成功確率を通じて決定的に依存するな 

らば，不完備契約の世界では，所有構造としての垂直的統合はかならず選ばれないことがわかる。 

これは直観に反する結論である。垂直的統合と分離とを比較すると，垂直的統合の場合には研究開 

発主体は外部機会を持たないので，事後的な交渉において製造主体の交渉力は垂直的分離の場合と 

比較して相対的に大きくなっている。よって交渉の段階で分割すべき収益の大きさが全く同じであ 

るならば，製造主体はかならず垂直的統合を選択することになる。

しかし，収益の期待値は研究開発主体の投資水準に依存しているので，より大きな研究開発主体 

の投資インセンティブを引き出すためには研究開発主体がより大きな交渉力を持たなければならな 

い。つまり，垂直的統合の場合には製造主体は交渉においてより大きなシェアーを得ることができ 

るが，その分割すべきパイは研究開発主体の投資インセンティブの減少から，垂直的分離の場合よ 

り小さくなっているというトレードオフが存在する。そして，命題 5 よりこのモデルにおいては， 

研究開発主体の投資インセンティブの減少の影響が製造主体の交渉力の増加の影響を上回り，製造 

主体はかならず垂直的分離を選択し，研究開発主体により大きな交渉力を与えると同時により大き 

な投資インセンティブを導き出そうとすることが分かる。

これは，現実の経済において，契約が不完備にならざるを得ないことをかんがみると，企業グル 

ープとしては製造主体と研究開発主体が緊密な関係を保っているにもかかわらず，垂直的統合をせ 

ずに独立した企業として相互に他の製造主体や研究開発主体との取り引きも頻繁におこなうことが 

観察されるという事実を説明すると思われる。
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それでは，完備契約の世界では製造主体はどのような所有構造を選択するだろうか。それについ 

ては，次の命題にまとめることができる。

命題 6 完備契約の世界において，仮定 1 ， 2 ， 3 ， 5 が満たされているとする。研究開発主体の 

投資が価値と成功確率に影響を及ぼす場合には，新技術が基礎的であれば製造主体は第0 期 

での所有構造の決定において垂直的統合を選択する。

証明

E ^ c - E n ^ c を計算すると，

P  =  6 _ { d i m k  — l )  +  { m k { 2 6 _ — sy ) )
2 wih ( yytk 一 ！_)

となる。ここで，仮定 5 よりw ん一1 は正であり，よって，分母はかならず正である。分子につい 

ては，立が大きく知が小さいならば，すなわち新技術が基礎的であるならば正となる。よって， 

垂直的統合が実現する。 ■

この命題は次のように説明することができる。 2 節のようにp が外生変数のケースでは，完備 

契約の世界では垂直的統合が成立する。それは，垂直的分離の場合には製造主体はより大きなトラ 

ンスファーを支払わなければならないからであった。本節では，p は研究開発主体の投資にもとづ 

いており，より大きなトランスファ一はより大きなP を導き，それは製造主体の期待利潤を増加 

させる。しかし，知が小さい場合には，そのような期待利潤の増加の効果は小さく，また，益が 

大きいならば，コストとしてのトランスファーは大きくなる。結果として，垂直的統合が選択され 

るのである。

序論では，基礎的な技術の研究開発において所有形態としては，垂直的分離が支配的であると述 

ベた。しかし，完備契約の世界における結論である命題6 はそれに反するものである。それでは， 

完備契約の世界で，不完備契約も作成可能であるとするならば，技術の性質は契約に対してどのよ 

うな影響を与えるだろうか。ここで，命題 5 より，不完備契約が選択されるならば，そのときには 

垂直的分離が成立することになる。

命題 7 仮定 1 から仮定5 が満たされているとする。研究開発主体の投資が研究開発の価値と成功 

確率に影響を及ぼす場合には， ⑴知が減少するにつれて不完備契約（垂直的分離）が選 

択されるようになる。 （i i ) 知が十分に小さいならば，_£が増加するに従って，つまり新技 

術が基礎的であれば不完備契約のもとで垂直的分離が実現するようになり， が十分に大 

きい場合には立が大きくなるに従って完備契約が選択されるようになる。

証明

の減少の効果については明らかであろう。命題 6 より，立が増加すれば，完備契約の世界で
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は垂直的統合が実現するようになる。しかし，（29)より

s i g r i ^ T "  ニ s i g n [ t + t ( ^ F _ 1 ) + ( 2 / ( - i )  ~ ^ k ) ~ ^ k \  ( 3 2 )

である。ここで，仮定 5 より l / w / t - l < 0 であり，仮定 4 'よりw / 2 / ( - 互) 一^ / 2 ん< 0 が成立する。 

前者は，立が増加するにつれて：K のの期待が減少する効果を示しており，後者はが増加する 

につれて製造主体が支払う情報レントが増加する効果を示している。また，知/左の項は互が増加 

するに従って研究開発が成功する確率が大きくなる効果を示している。よって， が十分に小さ 

ければ，成功確率の増加の影響は小さく だ/姐 < 0 が成立し， が非常に大きければ成功確率 

の増加が支配的となりd E n ^ l d i：̂ が成立する。

また（3 1 )より

s ig n if r  = sign ト ^ f f r ]  (33)

である。ここで仮定4 'より桃/ 2 / ( - 互) 一桃及/2 (拊左一1 ) < 0 が成立するので，やはり十分に小さい 

sy については处：;成ん^ < 0 が成立する。

よって命題7 は証明された。 ■

直観的な説明は以下のようなものである。完備契約の場合，研究開発主体が得る利潤は非対称情 

報の問題が存在する場合に発生する情報レントであり，製造主体はこの情報レントを研究開発主体 

に与えないと真実の報告をさせることはできない。そして，この情報レントは不確実性の程度が大 

きくなればなるほど増加することは，以前に述べたとおりである。よって製造主体は互の増加に 

したがってより大きな報酬を研究開発主体に支払わなければならない。しかし，研究開発主体はよ 

り大きな報酬が得られることからより大きなp の投資をおこなうようになり，結果として研究開 

発の成功確率を大きくし，製造主体の期待利潤も大きくするのである。この2 つの効果のどちらが 

支配的かによって，完備契約において互が増加したときに製造主体の期待利潤が増加するかどう 

かが分かる。成功確率の増加の効果はが大きいほど支配的となり，よって完備契約の世界での 

期待利潤が不確実性の増加に従って増加するのである。しかし， が小さいならば情報レントの 

増加の効果が支配的となり，完備契約は不確実性の増加に従って選択されなくなる。

以上の命題より，基礎的な技術の開発において，垂直的分離が所有形態として支配的であること 

の背景では，契約が不完備であることが必要となってくる。命題 6 で確認したように，完備契約を 

前提とすると，新技術が基礎的である場合に，垂直的分離によって投資インセンティブを引き出す 

ことは非常に大きなトランスファーを伴う。むしろ，不完備契約のもとで垂直的分離することによ 

って，投資インセンティブを保証しようとするのである。
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5 . 成熟産業の場合

これまでの分析では製造主体は既存の製品をもたず，研究開発主体とともに全く新しい技術y 

を開発しようとしているという点において，幼稚産業における研究開発と解釈することができる。 

このような状況では研究開発に成功すれば，新技術を獲得することができ，新しい技術!/を製造 

主体が製品化することによって収益を得ることができるが， もし研究開発に失敗すれば何も収益を 

得ることはできない。

それに対して，成熟産業においては既存の製品が存在しており，研究開発は技術的品質的に優れ 

た新製品によって競争力を高め，より大きな利潤を得るためにをおこなわれる。よって研究開発イ 

ンセンティブも幼稚産業の場合と比較して変化することになる。

形式的には，既存の技術•製品をょで表すことにする。製造主体は既存製品からは， の利潤を 

得ているものとする。これまでと同じように新技術はy で表される。単純化のために既存製品と 

新製品は完全代替であり，新製品は既存製品を完全に陳腐化するものとする。よって研究開発に成 

功した場合の収益はであり，失敗した場合には製造主体は^ の利潤を獲得できる。また知〉 & 

を仮定する。

垂直的統合か分離かにかかわらず，不完備契約の場合には，2/の開発に成功した場合には収益の 

分割をめぐって事後的な交渉がおこなわれるのであるが，成熟産業の場合には交渉が決裂した場合 

でも製造主体はt によって利潤をあげることができる。よって^はナッシュ交渉解において製造 

主体の威嚇点としての役割を果たすことになる。それに対し研究開発主体ついては製品化に必要な 

資産を保有していないので威嚇点に影響はない。

また垂直的分離の場合に完備契約が作成される場合には，既存技術は全く影響を与えない。

垂直的分離の場合において，不完備契約のときには研究開発が成功した場合の交渉におけるナッ 

シュ交渉解は製造主体と研究開発主体についてそれぞれ

Sy +  Sj Sy-\-2v + 2 0  — Sx
~ 2 ， —  2 "

となる。よって各主体の第1 期における期待利潤は

厂 M Sy Sx , /-. \ j-> r Sy +  2v +  2汐一Sx w, 2 k _2
E  兀M =  p —2--- Kl_P)Sx , E k k - p ------ 2----------2 —■2 P

となる。前節と同様の計算により，

一  m ( s y - s x )  =  sy - s ；c
Ps, _ 2 { m k - l ) ， Vsi 一

の投資を研究開発主体はおこなう。ここで幼稚産業の場合と比較して成熟産業の場合には研究開発
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主体の投資インセンティブは減少しているが，これは事後的な交渉に於いて研究開発主体の交渉力 

が低下することに依存する。これは， A rro w  (1 9 6 2 )で述べられている技術の交替効果（replace­

ment effect) の一つの解釈とすることができる。以上より，垂直的分離を選択したならば製造主体 

の期待利潤は

となる。

垂直的統合の場合にはナッシュ交渉解は製造主体，研究開発主体について，それぞれ

S y - \ - V  6  S x  S y ~ \~ V  -\-  d  —  S x

2 ， — ~2

となる。これらについては表2 にまとめられている。ここで，括弧の中は交渉における威嚇点を示 

している。

表 2

垂直的分離 垂直的統合

研究開発 

主 体

Sy-\~2v ~\~20 — Sx 
2

(v + d)

Sj, +  V +  (9 —
2

(0)

製造主体

Sy +  Sx Sy-\-V~\- d-\-Sx
2 2

{Sx)

よって各主体の期待利潤は

厂 m Sy 十 v +  S j , ハ 、 j-, Sy~\~ v _ Sx yvi ? k  ?
=  p  o l-(l — , E nn  =  p  2------------^~v __

であり，研究開発主体は

„  —  S x )  —  S y  —  S x  ( o c \
P l丨— 4— 1 ， V n  一  A m k - l  (36)

となるように投資をおこなう。製造主体の期待利潤は

F  M — Am2k ( s y - s x)2 | f 、
t n n  — ( 4 m k - l ) 2 + S j (37)

となる。

(35) (3 7 )をみれば明らかなように成熟産業の場合の製造主体の期待利潤は，幼稚産業の場合の 

期待利潤である（2 4 )と（2 5)の知を sy — sx に入れ替えたものからS iを引いたものと同じである。 

よって命題5 はそのまま成立し，やはり垂直的分離は垂直的統合を支配する。このように既存技術
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の存在は所有構造の選択には中立的な効果しか与えない。

ただし，垂直的分離の場合に完備契約を作成するか不完備契約を作成するかという選択では，成 

熟産業の場合でも完備契約の場合には幼稚産業の場合と同じ期待利潤を製造主体は得ることができ 

るのに対し，不完備契約の場合には成熟産業の方が期待利潤は確実に減少する。よって成熟産業に 

おいては幼稚産業よりも，より完備契約が作成されることになる。

命題 8 仮定 1 ， 2 ， 5 が満たされているとする。このとき，不完備契約の世界において，既存技 

術の存在は垂直的統合か分離かという所有構造の選択に対しては全く影響を及ぼさず中立的 

であり，成熟産業においても垂直的分離が選択される。ただし，投資水準は既存技術の存在 

により幼稚産業の場合よりも減少する（交替効果)。また完備契約の世界においては，完備 

契約が作成される蓋然性が高くなる。

6 . 結 語

本稿では研究開発活動の成果をどの主体が所有すべきかという点に着目して，研究開発主体と製 

造主体とのあいだの垂直的統合，及び垂直的分離について，契約の理論をもちいて分析をおこなっ 

た。研究開発主体がパテントなどの新技術に関する権利を所有する場合（垂直的分離）には研究開 

発主体の取り引きの自由は保証され，新技術が関係特定的でない部分については研究開発主体は当 

該の製造主体以外との取り引きにおいても収益を得ることができる。これは研究開発主体に外部機 

会を与えることになる。垂直的分離の場合にはそのような外部機会は存在しない。契約としては完 

備契約と不完備契約の2 種類の契約を想定したが，外部機会の存在は完備契約の世界では契約の留 

保水準に影響を与え，不完備契約の世界では事後的な交渉における交渉力に影響を与えることにな 

る。いずれの場合でも，外部機会の存在は研究開発主体の投資インセンティブに正の効果をもたら 

す。

垂直的統合の場合には新技術に関する権利は製造主体が所有し，研究開発主体は当該の製造主体 

との取り引きが強制される。よって研究開発主体にとっての外部機会は存在しない。結果として研 

究開発主体の投資インセンティブは相対的に減少することになる。

本稿で得られた結論は以下のようなものである。

參研究開発の成功確率が外生的な場合には研究開発主体の交渉力が大きいので不完備契約の世界 

では製造主体は投資の収益を全く得ることができない。また完備契約の世界においても，製造 

主体は垂直的分離の場合にはより大きなトランスファーを研究開発主体に渡さなければならな 

い。よって所有構造としては垂直的統合が実現する（命題1 ， 3 )。また垂直的統合を前提とし 

て，研究開発の対象である新技術が基礎的であれば，製造主体は不完備契約を採用するように
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なる。これは完備契約の場合において，不確実性の程度が大きくなるにつれて，研究開発主体 

の獲得する情報レントが増加することによる（命題4 )。

♦ 垂直的統合の場合には過小投資の問題が発生している。しかし，垂直的統合のときには組織的 

取引のもとは競争は序列競争としての性格をもつ。もし製造主体が複数の研究開発主体と垂直 

的統合しているならば，序列競争を設計することによって，基礎的な技術のもとではより大き 

な投資を導き出すことが可能である（命題2 )。

春次に，研究開発の成功確率が研究開発主体の投資に依存し，つまり研究開発主体の投資が非常 

に重要であるとする。不完備契約の世界では，垂直的統合の場合には垂直的分離の場合と比較 

して相対的に製造主体の交渉力は大きいので，事後的な交渉において製造主体はより大きなシ 

エアーを得ることができる。しかし，研究開発主体の投資インセンティブの減少の効果の方が 

支配的であり，よって製造主体は所有構造として垂直的分離を選択することがわかる（命題 

5 )。

これは成功確率が外生的な場合とは正反対のな結論であるが，成功確率は製造主体の期待利潤 

にも大きな影響を与えるので，製造主体は研究開発主体の投資インセンティブを高めるために， 

あえて垂直的分離を選択することになる。ここでは本稿で設定されている，成功確率への投資 

と研究開発の価値に対する投資の2 つの投資の補完性が重要な役割を果たしている。

♦ 完備契約の世界では新技術の成果が基礎的であれば，研究開発主体はより大きな情報レントを 

獲得することができ，より大きな投資インセンティブを持つ。しかし，情報レントがより大き 

くなるので，完備契約を実するための費用は製造主体にとっては大きな負担となる。したが 

って，新技術が基礎的であれば，完備契約の世界では垂直的統合が選択されることがわかる 

(命題6 )。また，研究開発が関係特殊的でないならば，新技術が基礎的であればあるほど不 

完備契約のもとでの垂直的分離が選ばれる（命題7 )。

♦ 成熟産業においては製造業者は既存技術を持ち，それが交渉において製造主体の外部機会とし 

ての役割を果たす。しかし，既存技術の存在は垂直的統合か垂直的分離かという所有構造の選 

択には中立的な影響しかもたらさない。ただし，投資インセンティブと期待利潤は確実に減少 

し，完備契約が作成される蓋然性が高くなる。これはA rrow  (1962) の交替効果の一つの解釈 

とすることができる（命題8 )。

残された問題としては，まず本稿の結論は交渉の結果としてナッシュ交渉解をもちいたことにか
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なり依存している。実際に外部機会としての主体を明示的に交渉に取り入れる場合には，非協カゲ 

ームの交渉理論のもと，多様な交渉の形態が考えられる。そのような交渉形態の変化が結論に及ぼ 

す影響を分析することは興味深いと思われる。また，本稿は研究開発において問題とされる様々な 

重要な側面について分析をおこなっていない。例えば新技術に関する権利を製造業者が所有した場 

合でも，碚究開発主体は技術に関する知識は保有しているので類似の技術を開発することができる。 

結果として，投資インセンティブがそれほど減少しない可能性がある。そのようなスピルオーバー 

の存在を想定した分析をおこなうは価値あるものと思われる。これらの残された問題についてはこ 

れからの課題としたい。
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